
（単位：件）
F=(A＋B)÷
(A+B+C)×100

請求数
対象

行政文書
A全部開示 B一部開示 C不開示 D不存在 Eその他 開示率（％）

平成元年度 12 12 7 0 2 3 0 77.8
平成2年度 17 17 6 4 5 1 1 66.7
平成3年度 54 54 11 27 7 8 1 84.4
平成4年度 22 22 1 15 0 4 2 100
平成5年度 39 78 17 32 12 9 8 80.3
平成6年度 44 66 23 31 0 5 7 100
平成7年度 257 2371 20 2,038 5 97 211 99.8
平成8年度 267 1989 23 1,925 4 35 2 99.8
平成9年度 161 1151 746 369 6 22 8 99.5
平成10年度 252 1289 310 820 21 124 14 98.2
平成11年度 80 562 123 392 12 26 9 97.7
平成12年度 127 322 147 130 9 29 7 96.9
平成13年度 191 633 312 242 7 58 14 98.8
平成14年度 205 5230 2,325 2,861 12 24 8 99.8
平成15年度 205 6763 909 5,825 3 18 8 99.9
平成16年度 203 3624 482 3,044 16 70 12 99.5
平成17年度 373 - 76 140 7 124 26 96.9
平成18年度 606 - 148 309 10 128 11 97.9
平成19年度 816 - 191 431 55 100 39 91.9
平成20年度 1074 - 220 594 6 180 74 99.3
平成21年度 1298 - 467 583 27 75 146 97.5

2437
(1249)
2666
(875)
2506
(875)
2507
(866)
2670
(928)
2836

(1078)
平成28年度 813 - 425 276 8 72 32 98.9
平成29年度 964 - 508 298 9 98 51 98.9
平成30年度 992 - 602 291 21 42 36 97.7
令和元年度 872 - 575 196 5 28 68 99.4
令和２年度 752 - 493 182 2 35 40 99.7
令和３年度 903 - 520 278 1 69 35 99.9
令和４年度 1051 - 602 311 10 54 74 98.9
令和５年度 1067 - 711 255 14 37 50 98.6

注1：「一部開示」（B）とは、請求された行政文書の一部に不開示事項に該当する部分があるときに、その部分を除い
て開示するものです。
注2：「その他」（E）とは、開示請求が取り下げられたもの、却下されたもの等を言います。
注3：「開示率」（F）＝（A全部開示＋B一部開示）÷（A全部開示+B一部開示+C不開示）×100（小数点第2位を四捨
五入）
注4：A〜Eの数は、平成16年度以前については対象行政文書の内数、平成17年度以降については請求数の内数となりま
す。
注5：平成22年度から27年度までの請求件数のカッコ内は、公共工事の金入り設計書（情報提供）を除いた件数です。
注6：平成28年度以降の請求件数は、公共工事の金入り設計書（情報提供）を除いた件数です。

54 99.5

平成27年度 - 2171 449 19 107 90 99.3

平成26年度 - 2092 386 12 126

48 99.4

平成25年度 - 1903 490 5 60 49 99.8

平成24年度 - 1880 432 13 133

120 99.1

平成23年度 - 2012 448 10 75 121 99.6

情報公開制度運用状況

年度
請求件数 処理状況

平成22年度 - 1446 653 19 199


